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1.1.4. 1 コストと品質面の優位 
近年では企業が本業へ立ち返ろうとする動きが顕著に見られる。その結果、本業以外の
スキルを必要とする際は、外部調達する傾向が強まっている。 
今から約 20 年前の 80 年代には、企業が事業の多角化を進めようとする動きが目立った
















































































































































































































日系企業からの依頼は、70 年代 80 年代とどんどん増えていった。90 年代の不景気以
降は、日系企業よりも外資系企業からの依頼件数が大幅に増えたが、それでも現在、日本
で企業合併や統合が相次ぐ業界再編製のさなか、日系企業の依頼件数は多い。特に金融セ
クターが 90 年以降は多くなっている。通訳者が手配される幾つかの場面を紹介する。 













































































































































































三市場（1 部・2 部）での委託売買に占める外国人投資家の売買代金シェアは 2001 年 51.8%
（年間ベース）で過去最高となった。国内の銀行や事業会社が持ち合い解消売りを進める







































































1.2.4.1 ODA 系研修プログラム 






















































































































































































































































































































































































































とである。この統計は国際観光振興会（JNTO＝Japan National Tourist Organization）が、
                                                 





































こでも 20％の上方修正を加えると、あわせて 60％のアップとなり、22,985 人（14365.71
人＊1.6）となる。 
以上を踏まえ、会議通訳者一人に対し役務料金が 10 万円と想定し、国際会議に伴う年間
通訳役務費用を計算すると、2000 年の実績では推定約 23 億円（23,000 人＊約 10 万）と
なる。2  




















年間売上にこの比率で国際会議外の仕事を加算すると、53.67 億～92 億という数値になる。 
3.1.4 会議通訳市場全体の売上規模 
国際会議と国際会議以外の仕事分を合算すると、会議通訳市場は年間売上規模で推計約











17～21 億円*５社で 85～105 億円となる。 
通訳者の数とその報酬から計算する市場規模が推計で約 76.67 億円～115 億円であり、
エージェンシーの売上の合計から推計する市場規模は 85～105 億円である。ほぼ同等の数
値であることから、会議通訳の市場は、現在 100 億円前後と考えられる。 
 
                                                                                                                                               











大手エージェンシーの一つである ISS では、1,000 名以上の登録通訳者がいる（同社ホ
ームページ）。そのうちのほとんどが英語通訳者であり、1,000 名のうち実質稼動の人数は
約 300 名、更にそのうち ISS からの仕事斡旋による報酬が主たる収入となっている人数は
100 名以内だそうである（同社社長）。 
同じくエージェンシー大手であり老舗であるサイマル･インターナショナルでも、約
600 名ほどが通訳者として登録されている。その 90%以上が英語通訳者である。600 名の





や裾野を広げた一般的な A クラス通訳者が 100 名程度、あわせて A クラス通訳者は 200 名























































































































































現在 CNNインターナショナルのニュースは事実上放送通訳者約 10 名で回している(放
送通訳者手配エージェンシー社長談)。一番組につき一日 2～3 名で対応している。毎日通訳
している人もいれば、週に何回かの人もいるが、同じ顔ぶれのメンバーが大体決まって対
応している。CNN に通訳者を派遣している立場の社員によると、CNN では一日約 18.5 時
間同時通訳をつけており、この時間を一日 9 名で担当している。同じく、NHK では一日約
10 時間同通対応の人材を張り付けている、という。BBC は独自で直接採用を行い、現在の
放送通訳チームの人数と待機時間帯は不明である。日経 CNBC の放送通訳体制もおそらく
CNN 等と同規模の体制でスケジュールが組まれていると思われる。NHK では約 50～60
人が放送通訳もしくはそれに順ずる仕事(テロップ付け、下訳作り等々)にあたっている。 




田茂センター長に 2002 年 3 月 19 日(火)インタビューを行い、話を伺った。同氏によると、
NHK 情報ネットワークに登録している放送通訳者は、英語が約 200 名、英語外が約 300
名であり、実働ベースでは、約 110 名が英語通訳として比較的日常的に仕事をしている。
さらにこの 110 名の内訳を見ると、放送通訳をメインにしている通訳者が約 80 名で、残り
の通訳者は会議通訳をメインとしていることが分かった。全言語を合計すると、毎日約 70
名が放送通訳に当たっており、そのうち約 40 名が英語の放送通訳者であった。 
インタビュー実施日は、NHK の放送通訳業務においては一般的な営業日であり、この
日の英語放送通訳者手配数は 38 人であると聞いた。この日は BS でフィリピンの ABS ニ







の年間売上は 5 億円程度ではないかと見られている。NHK 以外の主要放送局では、放送通
訳用経費として一局辺り予算計上される額が、年間 1 億円にも満たないと見られている。 
放送通訳者の斡旋を手がける某エージェンシーの社長の話によると、「NHK はやはり親
方日の丸がバックについているため、放送通訳に対する予算規模やスタンス等、他の放送
局とは全く別個の扱い」だそうである。NHK の BS ワールドニュースのデスクを勤める根





に対する通訳売上は約 1 億 5000 万円（500 万円＊30 日）に上る。湾岸戦争のような大規
模な報道需要は年間を通じめったに起こらないとしても、その他の海外ニュースもあわせ
ると年間で NHK における年間通訳需要は、他の民放局の約二倍に相当する 2 億円程度と推
計できる。 














が出題される。2002 年度の英語受験者は 4,088 名、最終合格者は 186 名で、合格率は 4.5％
であった。全ての言語の合計では、受験者が 5,712 名、最終合格者が 316 名で、平均合格











全日本通訳案内業者連盟（JFG、Japan Federation of Licensed Guides）といった通訳
ガイドの職業従事者の団体も存在する。同連盟ホームページによると、JFG は約 500 名の














































は、常勤や非常勤を合わせ、24 言語すべてで 1400 名弱とされているが、そのうち英語通
訳で実際稼動しているのは、数十人と推定する。日英通訳の金額規模としては、平均月 5
件あるとして、一件につき通訳が必要な日数が 5 日間だとすると、通訳者がのべ 25 人必要
となり、一日 1 万だと 25 万、2.5 万だと 62.5 万円になる。よって一年だと 12 倍となり、














4.1 産業前段階 通訳者未組織・個人アルバイトの時代 ～1959 
日本で通訳という機能が職業として確立されていったのは第二次世界大戦後であり、産















































た。2000 年を基準として 2002 年価格に消費者物価指数を用いて計算すると 72,221 円にな
る。小松氏が当時していた家庭教師のアルバイトの相場が、週２回でひと月 3,000 円（2002
年価格は 18,060 円）だった。他にはペンクラブの世界大会もあった。通訳料は 18,000 円
（2002 年価格は 108,360 円）だった。1959 年における小松氏の大学卒業時の初任給が約









1955 年 3 月には ECAFE（Economic Commission for Asia and the Far East）の監督
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ガイドの仕事もあった。小松達也氏は 50 年代後半、学生時代に JTB や運輸省（現在の
国土交通省）から直接電話でアルバイトの提示を受けることもあった。その頃電話を持って
いなかったため、約 200 メートル離れた近所の商店に電話がかかってくると、そこの女将さ
んが家に呼びに来てくれて、走って行った（小松達也と Sam Jameson 対談、サイマル教材、
2002 年）。 
4.1.3 需給バランス 1945～1959 
この時期の需給バランスをグラフで表す。横軸が通訳者数、縦軸が通訳料金である。通
訳料金は当時の料金であり、2000 年を基準とした消費者物価指数を元に 1955 年の通訳料金



















































































財界・産業人を招聘した。日本からは、一研修につき約 10 名の人材が、1 ヶ月程の渡米研











設立者の一人である村松増美氏は、1956 年から 10 年間米国で通訳をした（3/23/2003 日経）。
このプログラムは徐々に先細りし、1962 年頃終了した。通訳者は日本に帰国した。 
                                                 
3 アメリカやヨーロッパの最低料金水準については 4.2.4.1を参照。 
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1960 年代半ばにはエージェンシー兼 PCO が４社設立された。株式会社アイ・エス・エ
ス（ISS）が 1965 年 11 月 10 日筆谷尚弘氏により設立されたのを皮切りに、サイマル･イン
 44
ターナショナルが村松増美氏、國弘正雄氏、荒井良民氏、今井正明氏、小松達也氏らにより
設立され、1965 年に法人登録された後 66 年に本格稼動をはじめた。また日本コンベンショ
ンサービス株式会社（JCS：Japan Convention Service）が近浪廣氏により 1967 年 12 月 7
日に PCO として設立された。大阪では 1966 年 9 月 1 日に株式会社インターグループが小
谷泰造氏により設立された。 
ISS は 1965 年、国際コミュニケーションのプロ語学専門家集団として誕生した。筆谷
氏が日本青年会議所のバックアップを受けて、オリンピック等の国際需要を見込んで設立し
た。通訳者供給と会議の運営業務を当初から行なった。翌 1966 年 日本で最初の同時通訳者
養成所を社内に設けた。また現在のキャピタル東急ホテル（当時ヒルトンホテル）に秘書サ
ービスデスクを置き、ホテルの宿泊客に通訳者や語学スタッフを紹介するビジネスも始めた。





















































































4.2.4.1 アメリカ追随の通訳者就業条件設定  
当時日本ではまだ確立されていない職業であったため、その労働環境を整えるにあたっ
て、すでに職業として確立されていた欧米の慣行が模倣された。ヨーロッパでは会議通訳者
の協会である AIIC（Association Internationale des Interprètes de Conférence、英語は
International Association of Conference Interpreters）、アメリカでは TAALS （The 
American Association of Language Specialists）という団体が存在し、通訳者の就業条件や
国際会議運営について独自の規定を持っていた。これらの組織は専門技能者や専門事業者の
集まりとしての団体であった。日本では、料金制度、待遇設定などほとんどの就業条件と就























実働 7 時間プラス休憩1 時間の計8 時間までが一日料金でカバーされ、3 万円であった。1965












たが、この点も理解が得られず、やがて 1967 年から 68 年にかけて、通訳者の技能レベル
や経験等に応じて、二段階の料金設定が生まれた。従来の料金水準が A クラス料金と呼ばれ
るようになり、その一歩手前のレベルの通訳者料金として新しく B クラス料金が設定された。























林教授は 2003 年 1 月 16 日掲載『早稲田ウィークリー・とっておきの話』の中で自分の
「特技」として同時通訳として上げている。 
（http://www.waseda.ac.jp/student/weekly/contents/2002b/987k.htm）より抜粋する。 



















4.2.6 市場規模  
エージェンシーとしての売上は、会社を立ち上げた 60 年代後半は非常に好調であった。
初期の年商は、サイマル一社の場合が 1 億円くらいであった。1960 年 10 月 10 日に開会し
た東京オリンピック以後、政府の外交活動面ではもちろん、一般社会においても円滑なコミ
ュニケーションの希少性と重要性が認められるようになった。通訳者が社会の機能として広












































4.2.7.1 供給曲線 S2 
供給曲線は S1 から S2 に移動する。通訳者の数は、S1 の未組織・アルバイト時代と比
べてやや増えると考える。エージェンシー設立により通訳者の組織化が行われたためである。
ただし、50 人という数字は、通訳を専従で行っていたと考えられる人数であり、非専従の



























額で比較すると産業前時代より 1～2 万上昇した。 
当初の料金は、拘束や実働時間に関わらず一律 3 万円であったが、一、二年のうちに、







   
4.3 発展期 ―通訳サービスの高度成長期― 1970～79 










































受講期間は 1975 年 4/21～9/17 の 5 ヶ月未満、そのうち 7/28～8/16 は夏休みであった。
正味受講期間は約 4 ヶ月である。授業は週二回で午後 6:10~8:10 の二時間であった。定員が
20 名、受講場所は港区六本木の六本木電気ビルであった。受講料は入学金 3 万円と受講料

























翌年 1976 年は、同じく一学期 20 週間のコースが、受講料合計 198,000 円となった。内
訳は、入学金 20,000 円、受講料 148,000 円、施設費 15,000 円、教材費 15,000 円である。
（サイマル会議通訳教室 1976 年度募集要項）昨年と比較して、入学金が 1 万円、教材費と
施設費がそれぞれ 5 千円安くなっている。合計では 3 万 2 千円安くなった。受講料合計の
198,000 円は 2002 年の現在価値に直すと 325,902 円であり、現在価値の比較では前年の





料金が一般性と比べて 3 万円高く設定された。（サイマル会議通訳教室 1976 年度募集要項） 
1977 年からは、サイマルの会議通訳教室は初級と中級に分かれて開催されるようになっ
た。初級の定員は 40 名、中級の定員は 20 名であった。入学時の学力試験に応じ、振り分け
 54
られた。受講料合計は、初級が 175,000 円と更に安くなり、中級は定員数が少なく設定され
205,000 円になった（サイマル会議通訳教室 1977 年度募集要項）。それぞれ 2002 年度の現








































































あれば需要は更に伸びたと思われる。よって、D3 は D2 より価格弾力性が高い曲線となっ
ている（D3 は D2 よりフラットになる）。 
4.3.3.3 通訳料金 
需給バランスは、前時代と同様まだ需要が供給を引っ張っている状態である。通訳料金
は前時代より 2 万上がり、能力に応じ A クラス通訳者の一日料金が 5 万（消費者物価指数
により 2002 年価格に換算すると 9 万相当）と B クラス通訳者の一日料金が 3 万（同じく











































































































バイリンガル･グループは 1983 年の設立後 1991 年に日本 PCO 協会の正会員となり、
1996 年に株式会社となった。1998 年には東京商工会議所の会員となり、郷農社長は女性会
の理事となった。1999 年には横浜観光コンベンションビューローより有料コンベンション
































































































4.4.4.2 需要曲線 D4、D4’、d4、d4’ 
日本の製造業や銀行、商社などが海外に進出して言った時代であり、円高、バブル景気
などによって日本企業の外国との接点が一般化し、需要は増えた。従来の A クラスレベルの
需要を D4 から D4’、新人通訳者レベルである C クラスの需要を d4 から d4’の間の範囲とし
















通訳料金は、2002 年の現在価値で計算すると、7.9 万～11.3 万となり、現在の水準 7 万
～10 万を上回る値になる。 
 






















る。91 年の湾岸戦争や 97 年の香港返還の折には、その報道が増え、放送通訳の需要が増え
































90 年代前半にも様々な規模で通訳エージェンシーや PCO が複数設立された。1990 年 6
月には株式会社コングレが隈崎守臣氏や吉岡純二氏らにより設立された。コングレは 2003









裁で勝訴」という記事が 2000 年 6 月付けで社長名にて出ている。以下引用する。 















6 月 16 日･･･判断が示されて、上告は棄却されました。･･･深いご理解と長
らくのご支援、誠にありがとうございました。 
（http://www.convention.co.jp/new/news/01.html） 
1994 年 6 月 21 日には株式会社 1st トランス･ビューローが樽谷和希氏により設立され
た。樽谷氏は、以前はサイマル・インターナショナルの社員であった。トランス･ビューロ
ーは大阪で設立されたが、後に東京の需要の方が大きくなってきたため東京に本社を移動し
た。2003 年 6 月現在の資本金は 1000 万円である。事業内容は同時通訳、逐次通訳、翻訳、
国際会議の企画運営、通訳機材のレンタル等であり、従業員数は常勤スタッフが 15 名と同
社ホームページで記載されている。通訳者と翻訳者のフリーランス登録人数は 1520 名、内






























































人 ISS Translators, Inc.を LA に設立し、西海岸地域をはじめとし全米を対象にして、通訳、




















                                                 
4人材派遣業との比較については、第 7 章「アクター分析：通訳者」を参照。 










































































































































































4.6 転換期 ―現状― 2000～2003  













































































4.6.1.1 供給曲線 S6、s6、Sm6 
A クラス通訳者を S6 高レベル、人材派遣系通訳者を s6 低レベル、ミドルマーケット対
応通訳者を Sm 中レベルとして図中で表している。S6 の供給に関しては、論文執筆現在ま
でに（2003 年 6 月 10 日）、最近日本で開催されたもっとも大規模な国際会議である「第 3
回世界水フォーラム」の供給状況を参考にする。「第 3 回世界水フォーラム」では、世界の
水問題の解決に向けて、160 以上の国と地域から参加者が集まり、協議が行われた。最終日
には閣僚宣言が行われた。本会議は 2003 年 3 月 16 日に京都市で開幕し、大津 2 会場、京
都 2 会場、大阪１会場の計５会場で約 400 の分科会が開催され、3 月 23 日に閉幕した。本







従事していた通訳者が延べ 100 人と推計し足し合わせると 200 人となる。それに幅を持た
せると、おそらく現在稼動している A クラス通訳者が 150 名～250 名程度と推計できる。 




























































スの一日料金 10 万円が 9.5 万円へと値引きされるなど、若干の値下げが発生している場合
もあるが、これは 2000 年以降始まった動きではなく、90 年代中から見られるものである。































































































































































論文執筆時の 2003 年 1 月 31 日の深夜 11 時頃、著者がちょうどパソコンに向かって本
論文を打ちこんでいた時、ちょうどＮＨＫテレビで、緊急ニュースが伝えられた。アメリ
カのスペースシャトル「チャレンジャー」が到着間近で無線連絡を立ったことを伝えた。
スペースシャトルの到着予定が、日本時間で 11 時 6 分だったが、その 15 分前に無線連絡















るということであった。その通訳者はおそらく 11 時から 3 時までの四時間という時間に同
意したのであろう。著者は支度後タクシーを捕まえ、ラジオで最新ニュースを聞きながら、








放送通訳者と日本で名乗っている人数は、全言語でおおよそ 300 人から 400 人ほどと
推定される。その中でも日常的に仕事をしているのは 100 人以下であり、その 8～9 割は日
















































現時点では BBC インターナショナル、CNBC、CNN インターナショナル、NHK である。
BBC インターナショナルは、５年ほど前は英字新聞等の媒体を通じ放送通訳者の直接採用
を行っていた。CNBC と CNN は、大手エージェンシーや放送通訳に特化した小規模エー
ジェンシーを介して通訳者を手配している（論文執筆現在）。NHK の放送通訳者に関して











きることになっている（山田茂 NHK 情報ネットワークセンター長）。 










































































配があった (NHK、BS ワールドニュース、デスク担当根本道夫氏)。 
2000 年以降は、世界同時多発テロやアフガン情勢、イラク戦争など、ますますグローバ




























































































5.5.2 新メディア成長期（図 5-2） 
多くの同業者（放送局）が新チャンネルを立ち上げる新メディアの成長期においては、






















































































































































































































































































































3 時間ないし 4 時間以内の場合は半日の拘束とみなされ、半日拘束料金が支払われる。7 時
間実働 8 時間現場拘束までは全日の拘束とみなされ、全日拘束料金が支払われる。会議通訳































































































































































































































































































ヨーロッパでは AIIC（Association Internationale des Interprètes de Conférence、英
語では International Association of Conference Interpreters）という会員制の職業従事者
による業界団体が存在する。この職業団体 AIIC では細かく職業従事の規則が規定されてい






















































































































































































































































































































































































どといったジェネラルな理解は存在する。B クラス、C クラスも同様である。 
7.3.1 C クラス 
C クラスは会議通訳者の導入レベルであるが、C クラスの通訳者が通訳の初心者と言う
わけではない。何年間も社内通訳を務めた後、初めてフリーランスの会議通訳者として出
発をする際に、通常は C クラスから始める。すなわち、C クラスでも一般社会における通
訳技能レベルとしてはきわめて高く、通常の社内通訳や企業内通訳より、C クラスの会議通
訳者の方が、技術レベルは上である。人材派遣で通訳者として派遣されていたときには時
給 3,000 円から 4,000 円ほど稼げていた人たちが、スキルレベルの向上によりキャリアア
ップして会議通訳者になるとき、そのスタート地点が、C クラスとなる。基本的には、一般
的なビジネストピックや通常の範囲の通訳は難なくこなせるのが C クラスの通訳者レベル











も A や B クラスを手配できないがために C クラス通訳者に難易度の高い仕事が回ってくる
こともかなりある。 
C クラスの業務は逐次通訳がメインとなり、2003 年現在の料金水準は、サイマルの場




通訳者の手に渡るのは全日で 27,000 円～36,000 円、半日で 18,000 円～24,000 円となる。 
会議通訳者になる前に、人材派遣で通訳者として派遣されていたときに、例えば時給
3,000 円稼いでいたとすると、7 時間勤務で日給 21,000 円となる。それが C クラス会議通
訳者となり、全日料金 27,000 円もらうようになると報酬レベルはややアップすることにな
る。時給 4,000 円稼いでいた人だと、7 時間勤務で日給 28,000 円もらっていたことになる
ので、C クラス通訳者の全日料金と変わらないこととなる。ただし会議通訳者の全日料金は、
7 時間働かなくても、例えば 4 時間でも、全額報酬として受けることができるので、報酬の
全体レベルとしては上がるといえる。 























ではなく、より技能レベルの高い B クラスや A クラスの通訳者を求めるからであろう。C
クラス通訳者はやや中途半端な位置づけになっているといえる。 
7.3.2 B クラス 





通訳者 3 名で担当する全日の同時通訳の仕事は、A クラスが 2 名、B クラスが 1 名で構成
されることが多い。それは、エージェンシーの見地からは、B クラスが将来の A クラスで
あることを鑑み、同時通訳の技を先輩から実地で学ぶ実地訓練の場とされているからであ
る。B クラス通訳者で対応できないことがあったとしても A クラス通訳者が 2 名いれば安
心であるし、クライアントにとっても、A クラスを 3 名雇うよりも、A クラスを 2 名にし
て B クラスを 1 名混ぜる方が安くなり、メリットがある。B クラス通訳者は 150～200 人
ほどと推定する（著者推定）。料金水準は、サイマルの場合、全日が 72,000 円、半日が 48,000
円、オーバータイム 12,000 円（サイマルホームページ）、トランス・ビューローの場合、
全日 70,000 円、半日 45,000 円、オーバータイム 12,000 円（トランス・ビューローホーム

















った通訳者が A クラス通訳者である。 
A クラス通訳者が会議通訳者の中で人数が一番多いと考えられる。通訳職には定年も退
職もなく、A クラスが一番上のクラスであるため、そこまでいったあとは、ずっと A クラ
スに留まることになる。よって、A クラスまで上り詰めた通訳者は、自ら退職を決意するま







たての通訳者へはマージン率４割、経験年数長い場合はマージン率 3 割から 2 割というこ
ともある。 
実際の仕事量（需要）は、A クラスが一番多いと思われる。エージェンシーの中には、




の高い A クラスと B クラスの通訳者に需要が集まる傾向がある。その中でも「B クラスは
通過点であり、A クラスが一番本物の通訳」とクライアントに認識される風潮があるため、



















100,000 円、半日が 67,000 円、オーバータイム一時間当たり 16,000 円（サイマル）、全日
95,000 円、半日 63,000 円、オーバータイム 16,000 円（トランス・ビューロー）となって
いる。エージェンシーのマージン率は C クラス、B クラスと同じく 20％～40％である。 














半日 80,000 円という例がある（JCS 料金表）。 
一方、特Aクラスの通訳者もAクラス通訳者の枠組みの中で仕事をしていることが多く、
その場合、対クライアント料金では普通の A クラス料金と代わりがない。ただエージェン


























































その 10 年後、1996 年に大幅に改正が行われ、適用業務が増え、派遣スタッフの保護が強
化された。人材派遣業とは「一定の能力や技術を提供するサービス」である。派遣で働け
る業務は限定されていたが、再度見直しがされ、1999 年 12 月 1 日に改正派遣法が施行さ
れた。現在では一部建設・警備業務や医療関係などを除くすべての業務について原則自由
化された。一方適用対象業務以外の以下の業務についての派遣は厳しく禁じられている。
















































































 四つ目の違いとして報酬制度の点について述べたい。  
人材派遣の通訳の場合は時給制となり、会議通訳者のような全日／半日制度ではない。
ジャパンタイムズ等に掲載される人材募集広告や、サイマルアカデミー（通訳者養成校）
に掲示されている人材募集情報によると、一般的に時給 2000 円台から 4000 円台まである
（2003 年度現在）。当然求められる通訳のレベルが高くなるにつれて時給も上がる。また短
期間の契約の方が、料金が高い傾向も見られる。長期の場合は 2000～3000 円台が多いが、








2003 年 8 月 31 日の日経朝刊では、派遣会社が派遣先クライアントに請求する料金は、
簡単な商談ができるレベルの英語通訳で一時間当たり 4500 円弱（中心価格帯）であり、こ





























7.9 通訳職の社会的身分についての考察 －女性が多いことについて 
会議通訳者でも人材派遣の通訳者でも、日本の通訳者は、女性が極めて多い。現在、日































































































































































































                                                 

















Association Internationale des Interpretes de Conference （英語では International 








世界銀行 (World Bank) 、国際刑事警察機構（ the International Criminal Police 
Organization=Interpol）、 北大西洋条約機構（North Atlantic Treaty Organization＝
NATO）などの国際機関で正式に認められている会議通訳者の唯一の国際組織である。 
国際組織であるため、全世界に会員がいる。2003 年現在で会員数が約 2500 人であり、
80 カ国に会員がいる。入会資格として、母国語以外に二つの言語に堪能なことという要件
があったため、日本人の会員は長い間 2、3 名ほどしかいなかった。しかし、ILO 総会で日
本語の通訳が入るようになった 1980、81 年ごろに一気に 10 名ほどが入会を許された。（英










































































現在でも EU 代表部の本部においては通訳者が職員として 550 名働いている。それにフ
リーランスの通訳者も合わせて毎日約700名が日常的に行われる会議の通訳を行っている。
そのほとんどが同時通訳である。翻訳者も合わせると、EU 代表部には語学コミュニケーシ
ョンのプロが 4000 人従事している。通訳言語のコンビネーションが 142 通りあるという。


























































まず日本学術会議の登録学術研究団体として日本通訳学会（英名 The Japan 

































前から実施されている。同協会ホームページによると、通算 114,462 名が受験し、内 34,323
名が合格し、同協会が認定する通訳士の資格が付与されている（2003 年現在）。 





































































1960 年代から 1970 年代にかけては、ちょうど日本が東京オリンピックや大阪万博を経
験し、国際化の機運が盛り上がっていた頃である。そのような時代の要請を受け、60 年代
には、サイマル・インターナショナルや JCS （Japan Convention Service) など老舗通訳
エージェンシーと PCO が設立された。1970 年代以降は国際会議の開催件数が増えた時期










1971 年には外務省の同時通訳システム運用を受託した。その後 70 年代は日本海運クラ
ブ、日本プレスセンター、国連大学、横浜国際会議場などで同通システムの運用業務を受
託し、以後同時通訳システムの運用市場でトップシェアを保持してきた。 
同社は、79 年、86 年、93 年の東京サミットで同時通訳システム企画運用を行い、95






































































一台を購入する設備投資（1 台あたり約 70 万～100 万）に加え、受信機を人数分そろえな
くてはならない。受信機を 100 個や 200 個購入するのは、かなりの費用になる。一台 3 万











































































































9.9 料金制度 (株式会社放送サービスの場合) 
同時通訳・会議システムの機器は、一般的に一日単位で貸し出される。機器のレンタル
料は、同時通訳システムの場合、まず基本システムが 2 ヶ国語の場合は一式 2 万円かかる。
3 ヶ国語だと 3 万円、という具合に一言語増えるにつれて 1 万円増える。基本システムには
同時通訳制御卓、通訳者操作機、通訳者マイク、ヘッドフォン等が含まれる。次に送信機
が一台 2 万円、赤外線発光器もしくは誘導無線ブースターが一台 2 万円前後かかる。また、
出席人数に応じて受信機（レシーバー）が人数分必要となる。受信機は誘導無線タイプだ
と一台 600 円前後、赤外線タイプだと 750 円前後である。最後に通訳者ブースが一台通常
タイプだと 2.5 万円、簡易ブースだと 5,000 円となる。また、オプションとして録音が必要
であれば、録音機器が 6,000 円、テープが 120 分で 1,000 円となる。 
この価格設定で出席者 200 人の二ヶ国語会議を実施するとなると、発生する同時通訳シ
ステムの機材レンタルコストは初日で 20 万強となる。 
また、機材コストに加えて、それを運用する技術者の手配も必要である。現場でのエン
ジニアリングを担当する技術者は、会議の規模に応じて通常 2～3 名配置される。チーフエ




トン車が 2 万円、2 トン車が 4 万円である。 
技術者と設営撤去料を前述と同じ条件で見積もると、技術者二人と 1 トン車が必要とな
























































東京に同業他社 10 社ほど存在し、その中で約 3 社が大手である。大手 3 社とは株式会






















せずに、一括で PCO（Professional Congress Organizer） にイベント運営と事務局業務
を委託することが多い。PCO に委託すれば、通訳者と機材・エンジニアの手配だけでなく、
出席者への招待状送付から会場設営、当日の受付業務など、すべて会議を実行するのに必




れら PCO の業界団体では CPA というものがある。登録団体は通訳会社・映像会社・旅行
会社・他ホテル等会員などであり、合計約 80 社に上る。 
業界団体としては、主に東京にある４団体がある。 
１． （社）JCCB（地方コンベンションビューローが主で会員企業 100 社以上） 
２． PCO 協会（正会員８社・他賛助会員 50 社位） 







































































































































































田投手の通訳を務める以前は日本の商社に勤めていた。2003 年 2 月にドジャーズに赴いた


























訳者が 150 人であったとすると、ボランティアスタッフは少なくともその倍の 300 人ほど
いたのではないかと思われる。 
ボランティア通訳者の明確な定義はないが、日本通訳協会1は、ボランティア通訳者の検





















                                                 









































































































































































年以降、Y2K 問題、2001 年 9 月 11 日の同時多発テロ事件、イラク戦争、SARS など、世
界を揺るがす事件や世界的な関心事がますます増えた。事件によっては、外国との行き来が
増える。例えば Y2K 問題では、大勢のエンジニアが世界各国移動をした。一方、SARS の































































































ら活躍をしているベテラン通訳者が多い。1975 年時点で、仮に 35 歳だったとすると、2010










                                                 
















































10.9.3 長期的な将来見通し 2012－2015  
まず供給と人材面では、この時点では、通訳産業の草創期に活躍しその後の成長を支え
た技術一筋の職人気質の第一世代通訳者は、既に全員年齢的に見て引退している。第二世代、













































































































































































































































































































1. 「通訳・翻訳ジャーナル」八代編集長（八代登志江 ： 『通訳・翻訳ジャーナル』、〒








































ー（本社：160-0033 新宿区本塩町 9 番地光丘四谷ビル、TEL: 03-3357-3071、URL 
http://www.hoso.co.jp）の取締役、コミュニケーション事業部部長 岩本清喜氏に 2002







港 区 虎 ノ 門 5-2-5-601 、 TEL 03-3224-3357 、 FAX 03-3433-6018 、 Email: 





虎ノ門 1-25-5 虎ノ門 MT ビル 1 階、TEL03-3539-3900、FAX03-3539-4533、 
http://www.simul.co.jp）営業部・機材事業部 ジェネラルマネージャー武田哲二氏





ェネラルマネージャー 藤井ゆき子氏（直通 TEL:03-3539 －3204 、 Email: 




番町 23-3 日本生命一番町ビル 4 階、TEL03-3230-3553、FAX03-3262-6658、
http://www.issnet.co.jp）社長の筆谷信昭氏（Email:fudetani@issnet.co.jp）に、2003










11. CPO（Contract Pharmaceutical Organization）の草分け的企業である Quintiles 
Transnational Japan ( 〒 108-0014 東 京 都 港 区 芝 4-1-23 三田 NN ビ ル 、
TEL03-5484-6421、FAX03-5484-6446) の会長 Derek Winstanly 氏（MD）に対し、






12. 上述 Quintiles Transnational Japan において会長秘書として働く早川ゆかり氏
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